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平成２３年１１月１０日

社会保障関係の地方単独事業に関する調査結果

総務省は、社会保障・税一体改革成案（平成23年6月30日政府・与党社会保障改革検討
本部決定）に記載された「地方単独事業を含む社会保障給付の全体像及び費用推計の総
合的な整理」の基礎資料とするため、平成22年度決算における社会保障関係の地方単独
事業を調査していましたが、その調査結果がまとまりましたので、別添のとおりお知ら
せします。
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１
．
趣

旨

社
会

保
障

・
税

一
体

改
革

成
案

（
平

成
２
３
年

６
月

３
０
日

政
府

・
与

党
社

会
保

障
改

革
検

討
本

部
決

定
）
に
記

載
さ
れ

た
「
社

会
保

障
給

付
の

全
体

像
及

び
費

用
推

計
の

総
合

的
な
整

理
」
の

基
礎

資
料

と
す
る
た
め
、
平

成
２
２
年

度
決

算
に
お
け
る
社

会
保

障
関

係
の

地
方

単
独

事
業

※
を
調
査
。

※
地
方
単
独

事
業
：
国
庫
か
ら
の
補
助
を
受
け
ず
に
地
方
公
共
団
体
が
単
独
で
実
施
す
る
事
業
。
本
調
査
で
は
、
平
成
２
２
年
度
決
算
統
計
の
民
生
費
（
災
害
救
助
費

を
除

く
。
）
、
衛

生
費

（
清

掃
費

を
除

く
。
）
、
労

働
費

、
教

育
費

の
う
ち
、
地

方
公

共
団

体
か

ら
、
「
総

合
福

祉
」
、
「
医

療
」
、
「
介

護
・
高

齢
者

福
祉

」
、

「
子
ど
も
・
子
育
て
」
、
「
障
害
者
福
祉
」
、
「
就
労
促
進
」
、
「
貧
困
・
格
差
対
策
」
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
報
告
が
あ
っ
た
金
額
を
集
計
。

２
．
調

査
対

象
団

体

・
全

都
道

府
県

・
被

災
市

町
村

を
除

く
全

市
町

村
・
特

別
区

※
被

災
市

町
村

は
被

災
３
県

の
特

定
被

災
地

方
公

共
団

体
（
９
５
市

町
村

）
※

被
災

市
町

村
分

は
、
人

口
比

（
３
．
８
１
％

）
を
用

い
て
機

械
的

に
算

出

３
．
除
外
事
業

・
乳

幼
児

医
療

費
助

成
（
義

務
教

育
就

学
後

分
）
、
敬

老
祝

金
等

敬
老

事
業

、
職

員
分

の
子

ど
も
手

当
、
本

庁
人

件
費

、
投

資
的

経
費

、
貸

付
金

・
積

立
金

、
公

害
関

係
、
環

境
衛

生
関

係
、
災

害
救

助
関

係

・
厚

生
労

働
省

が
集

計
・
公

表
し
て
い
る
「
社

会
保

障
給

付
費

」
（
平
成

２
２
年

度
予

算
）
に
計

上
さ
れ

て
い
る
事

業

４
．
調

査
結

果

６
．
２
兆
円

（内
訳
は
別
紙
）

＜
社
会
保
障
・
税

一
体
改
革
成
案
抜
粋
＞

Ⅱ
社
会
保
障
費
用
の
推
計

２
社
会
保
障
給
付
に
か
か
る
公
費
（
国
・
地
方
）
全
体
の
推
計

○
社

会
保

障
給

付
に
か

か
る
現

行
の

費
用

推
計

に
つ
い
て
は

、
そ
の

ベ
ー
ス
と
な
る
統

計
が

基
本

的
に
地

方
単

独
事

業
を
含

ん
で
お
ら
ず
、
今

後
、
そ
の

全
体

状
況

の

把
握
を
進
め
、
地
方
単
独
事
業
を
含
め
た
社
会
保
障
給
付
の
全
体
像
及
び
費
用
推
計
を
総
合
的
に
整
理
す
る
。

地
方

単
独

事
業

に
関

す
る

調
査

結
果

（
別

添
）

（
別

添
）

※
本

調
査

結
果

を
基

礎
資

料
と
し
、
今

後
、
成

案
を
踏

ま
え
、
地

方
単

独
事

業
を
含

め
た
社

会
保

障
給

付
の

全
体

像
及

び
費

用
推

計
を
総

合
的

に
整

理
す
る
こ
と
と
な
る
。
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注
２

調
査
対
象
団
体
は
、
全
都
道
府
県
及
び
被
災
三
県
の
特
定
被
災
地
方
公
共
団
体
（
９
５
市
町
村

）
を
除
く
全
市
町
村
・
特
別
区
で
あ
る
。

注
３

調
査

対
象

外
団

体
分

（
９
５
市

町
村

分
）
は

、
人

口
比

（
３
．
８
１
％

）
に
応

じ
て
機

械
的

に
算

出
し
、
計

上
し
て
い
る
。

注
４

乳
幼

児
医

療
費

助
成

（
義

務
教

育
就

学
後

分
）
、
敬

老
祝

金
等

敬
老

事
業

、
職

員
分

の
子

ど
も
手

当
、
本

庁
人

件
費

、
投

資
的

経
費

、
貸

付
金

・
積

立
金

、
公

害
関

係
、
環

境
衛

生
関

係
、
災

害
救

助
関

係
、
厚

生
労

働
省

が
集

計
・
公

表
し
て
い
る
「
社

会
保

障
給

付
費

」
（
平

成
２
２
年

度
予

算
）
に
計

上
さ
れ

て
い
る
事

業
は

除
外
。

地
方

単
独

事
業

（
平

成
２

２
年

度
決

算
）

調
査

結
果

項
目

地
方
負
担

都
道

府
県

市
区

町
村

１
総

合
福

祉
２
，
１
４
２

４
９
９

１
，
６
４
３

２
医
療

２
６
，
９
７
８

７
，
５
１
３

１
９
，
４
６
５

３
介

護
・
高

齢
者

福
祉

７
，
０
８
８

９
５
６

６
，
１
３
２

４
子
ど
も
・
子

育
て

１
７
，
２
０
０

３
，
３
８
３

１
３
，
８
１
７

５
障

害
者

福
祉

５
，
８
３
３

２
，
５
５
６

３
，
２
７
７

６
就

労
促

進
５
８
８

３
４
１

２
４
７

７
貧

困
・
格

差
対

策
２
，
３
８
１

２
３
７

２
，
１
４
４

合
計

６
２
，
２
１
０

１
５
，
４
８
５

４
６
，
７
２
５

注
１

金
額
は
一
般
財
源
ベ
ー
ス
で
あ
る
。

（
単

位
：
億

円
）

注
５

本
調

査
結

果
は

、
平

成
２
２
年

度
決

算
統

計
の

民
生

費
（
災

害
救

助
費

を
除

く
。
）
、
衛

生
費

（
清

掃
費

を
除

く
。
）
、
労

働
費

、
教

育
費

の
う
ち
、
地

方
公

共
団
体
か
ら
、

上
記
の
項
目
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
報
告
が
あ
っ
た
金
額
を
、
総
務
省
に
お
い
て
集
計
し
た
も
の
で
あ
る
。
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（
単

位
：

億
円

）
（

単
位

：
億

円
）

１
　

総
合

福
祉

2
,
1
4
2

4
9
9

1
,
6
4
3

健
康

被
害

給
付

8
3

5

公
立

総
合

福
祉

施
設

5
3
5

7
0

4
6
5

結
核

対
策

（
健

康
診

断
等

）
8
1

7
7
4

民
生

委
員

2
2
7

9
2

1
3
5

が
ん

検
診

（
地

方
単

独
事

業
分

）
9
2
1

3
9
1
8

社
会

福
祉

団
体

（
社

会
福

祉
協

議
会

・
社

会
福

祉
事

業
団

等
）

運
営

費
補

助
・

負
担

金
8
6
5

5
1

8
1
4

成
人

健
康

診
査

・
生

活
習

慣
病

対
策

2
0
0

1
1

1
8
9

社
会

福
祉

施
設

職
員

等
退

職
手

当
共

済
事

業
費

補
助

金
1
8
9

1
8
5

4
後

期
高

齢
者

保
健

（
健

診
、

人
間

ド
ッ

ク
助

成
等

）
　

（
地

方
単

独
事

業
分

）
5
3

1
5
2

社
会

福
祉

事
業

指
導

（
福

祉
活

動
指

導
員

・
専

門
員

設
置

事
業

等
含

む
）

2
7

1
1

1
6

歯
科

保
健

・
口

腔
衛

生
（

歯
周

疾
患

検
診

等
）

7
5

7
6
8

私
立

社
会

福
祉

施
設

補
助

（
各

分
野

に
計

上
す

る
も

の
を

除
く

。
）

3
8

3
0

8
公

立
病

院
・

診
療

所
、

公
立

大
学

病
院

、
国

保
病

院
（

一
般

会
計

負
担

）
6
,
0
3
6

2
,
8
4
2

3
,
1
9
4

そ
の

他
の

総
合

福
祉

関
係

サ
ー

ビ
ス

2
6
1

6
0

2
0
1

都
道

府
県

ナ
ー

ス
セ

ン
タ

ー
4
9

6
4
3

２
　

医
療

2
6
,
9
7
8

7
,
5
1
3

1
9
,
4
6
5

医
療

人
材

（
医

師
･
看

護
師

・
保

健
師

等
）

確
保

（
看

護
師

等
養

成
所

含
む

）
2
9
9

2
1
9

8
0

国
民

健
康

保
険

（
地

方
単

独
事

業
分

）
5
,
3
4
1

3
5
,
3
3
8

救
急

医
療

施
設

運
営

費
等

助
成

1
6
3

2
9

1
3
4

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
（

地
方

単
独

事
業

分
）

8
7
3

1
8
7
2

夜
間

休
日

等
救

急
医

療
体

制
（

病
院

群
輪

番
制

）
運

営
費

補
助

（
１

・
２

次
救

急
）

2
8
9

4
1

2
4
8

保
健

所
1
,
5
5
4

7
9
5

7
5
9

周
産

期
救

急
医

療
・

精
神

科
救

急
医

療
等

　
特

殊
救

急
医

療
運

営
費

等
補

助
3
7

1
3

2
4

市
町

村
保

健
セ

ン
タ

ー
8
5
9

1
8
5
8

小
児

医
療

（
小

児
救

急
医

療
含

む
）

7
1

1
8

5
3

口
腔

保
健

セ
ン

タ
ー

1
2

4
8

へ
き

地
医

療
3
4

5
2
9

そ
の

他
の

医
療

・
保

健
施

設
サ

ー
ビ

ス
1
3
4

3
4

1
0
0

災
害

時
に

お
け

る
医

療
5

3
2

乳
幼

児
医

療
費

助
成

（
義

務
教

育
就

学
前

分
）

2
,
1
0
1

6
8
2

1
,
4
1
9

そ
の

他
の

地
域

医
療

確
保

（
民

間
医

療
機

関
へ

の
助

成
含

む
）

3
1
6

2
1
0

1
0
6

母
子

（
父

子
）

家
庭

医
療

費
助

成
6
5
6

2
5
9

3
9
7

病
院

内
保

育
所

運
営

7
3

4

障
害

者
（

心
身

障
害

児
、

精
神

障
害

者
）

医
療

費
助

成
2
,
9
4
1

1
,
4
2
5

1
,
5
1
6

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
対

策
（

地
方

単
独

事
業

分
）

9
0

4
1

4
9

老
人

医
療

費
助

成
4
2
2

1
7
3

2
4
9

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
対

策
の

う
ち

、
感

染
症

指
定

医
療

機
関

へ
の

運
営

費
助

成
（

地
方

単
独

事
業

分
）

2
1

1

難
病

医
療

費
助

成
（

特
定

疾
患

治
療

調
査

研
究

・
地

方
単

独
分

）
1
0
3

9
0

1
3

感
染

症
予

防
（

狂
犬

病
･
狂

牛
病

予
防

対
策

、
エ

イ
ズ

対
策

等
）

3
6

8
2
8

難
病

医
療

費
助

成
（

特
定

疾
患

治
療

調
査

研
究

・
超

過
負

担
分

）
3
9
8

3
9
8

0
住

民
健

康
増

進
（

高
齢

者
含

む
）

1
1
1

1
1

1
0
0

小
児

慢
性

疾
患

医
療

費
助

成
（

小
児

慢
性

特
定

疾
患

治
療

調
査

研
究

・
地

方
単

独
分

）
2

1
1

臓
器

移
植

対
策

3
3

0

小
児

慢
性

疾
患

医
療

費
助

成
（

小
児

慢
性

特
定

疾
患

治
療

調
査

研
究

・
超

過
負

担
分

）
9

5
4

医
療

安
全

支
援

2
3

2
2
1

不
妊

治
療

費
助

成
（

地
方

単
独

事
業

分
）

1
9

2
1
7

医
薬

品
等

安
全

（
薬

事
指

導
等

）
1
0

9
1

ハ
ン

セ
ン

病
患

者
支

援
1

1
0

医
療

関
係

団
体

補
助

7
8

1
2

6
6

乳
幼

児
健

康
診

査
1
8
2

1
1
8
1

そ
の

他
の

医
療

・
保

健
関

係
サ

ー
ビ

ス
2
3
6

1
1
0

1
2
6

妊
産

婦
健

康
診

査
（

地
方

単
独

事
業

分
）

3
6
6

1
3
6
5

そ
の

他
の

母
子

保
健

（
地

方
単

独
事

業
分

）
1
0
2

1
7

8
5

予
防

接
種

（
定

期
接

種
、
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平成 23 年 12 ⽉ 26 ⽇ 
  厚 ⽣ 労 働 省  

 

「社会保障関係の地⽅単独事業」の分析等について 

 

 国と地⽅の協議の場等で、厚⽣労働省による地⽅単独事業の分析の具体的な

内訳を⽰すべきとのご指摘があったことを踏まえ、 

 

① 社会保障関係の地⽅単独事業について、「社会保障 4 分野」、「給付」、「制

度として確⽴されたもの」といった諸点に従って分析したもの【別添１】 

② 「社会保障給付費」の対象となっている事業と地⽅単独事業を同じ考えに

従って整理して分析したもの【別添２】 

③ 総務省調査の各項⽬についての詳細な整理内容【別添３】 

 

を資料として提出する。 

 

いずれにしても、具体的な分類等については、前回協議で⽰された関係 4 府

省でとりまとめられた論点に沿って、精査を進めていくことが必要と考えてい

る。 
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1 
 

地方単独事業の総合的な整理 

 

平成23年 12月 29日 

          内 閣 官 房 

                                                         総 務 省 

                                                         財 務 省 

                                                         厚 生 労 働 省 

 

１ 地方単独事業を含め、それぞれの事業の機能・性格に着目して社会保障給付の全

体像を整理することは重要であり、こうした整理を統計的に行う場合には、一定の

画一的な基準を設け、一つ一つの事業を仕分けていくことは避けて通れない作業で

ある。 

  

２ しかしながら、今般の社会保障・税一体改革では、全国レベルのセーフティネッ

トである国の制度と地域の実情などに応じたきめ細かなセーフティネットである

地方単独事業の２つのセーフティネットが組み合わさることによって社会保障制

度全体が持続可能なものとなっていくとの認識を共有した上で、消費税収（国・地

方）を主たる財源として安定財源を確保することとしている。 

 

３ こうした改革の趣旨を踏まえれば、今回の引上げ分の消費税収（国・地方）の国・

地方の配分を定める前提として社会保障給付における国と地方の役割分担を整理

するに当たっては、地域の実情に応じ、それぞれの地域の判断で行われている地方

単独事業の一つ一つについて個々に精査を重ねるよりも、一定の基準を設けつつ、

地域の判断を尊重した上で定量的な整理に努めることが求められる。 

 

４ こうした考え方の下、12 月 12 日付け「地方単独事業の総合的な整理についての

論点」で示された各論点について、以下のとおり整理する。 

 

①  「社会保障四分野」（「年金、医療、介護、少子化に対処するための施策」）に

該当するかどうか。 

   「成案」で示された「社会保障４経費の分野に則った範囲の社会保障給付」に

おける地方単独事業を対象とすることを基本とする。その範囲については、厚生
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労働省の分析による社会保障４分野（３．８兆円）をベースとしつつ、「則った

範囲」として、実質的にこれらの分野と重複している事業及び一体として評価さ

れる事業も含めることとし、具体的には、予防接種、がん検診、乳幼児健診、老

人保護措置費等を加えて整理する。 

 

②  「給付」に該当するかどうか。 

    国民に現物サービスを提供しているマンパワーの人件費について、「給付」の担

い手としての側面を評価する一方、受益が直接個人に帰属しない事業について精

査するほか、事務費及び事務職員の人件費等を除外することにより、整理する。 

 

③  「制度として確立された」ものであるかどうか。 

    国から見れば「法令による義務づけ」は制度としての重要な要素であるが、こ

れを過度に重視することは事業の必要性に関するそれぞれの地域の判断への配慮

を欠くこととなりかねない。他方で、国民負担を伴う今般の改革において、地域

の判断を尊重するとしても、標準的な行政水準を超えて行われているサービスを

国民全体で負担すべき対象として評価することは必ずしも適当ではない。そこで、

地方財政計画や地方交付税における需要額をメルクマールとして「制度として確

立された」地方単独事業を定量的に整理する。 

 

 

（以上） 
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（案）

成案に示されている消費税率（国・地方）の引上げ分

を５％とする場合の国と地方の配分については、社会保

障四経費の分野に則った範囲の社会保障給付における国

と地方の役割分担に応じて以下のとおりとする。

国分 ３．４６％

地方分 １．５４％

うち 地方消費税分 １．２ ％

地方交付税分 ０．３４％
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